
食材費高騰の影響を受けているこども食堂を対象に、食材費高騰分を支援する。

■対 象 者 市内でこども食堂を運営し、Ｒ６年４月からＲ７年３月までの間に計３回以上
こども食堂の開催実績がある個人及び団体（８事業者）

■補 助 額 開催回数に応じて補助（定額）
・年３回から５回 年 5,000円 ・年６回から11回 年15,000円
・年12回から23回 年30,000円 ・年24回以上 年50,000円

■予 算 額 195千円

１．こども食堂食材費高騰対策支援事業 195千円 ［子育て推進課］【議案書Ｐ.12】

２．保育施設給食食材費高騰対策支援事業 3,023千円 ［子育て推進課］【議案書Ｐ.12】

食材費高騰の影響を受けている民間保育施設を対象に、給食食材費高騰分を支援する。

■対象施設 民間認可保育所７園、認定こども園３園、認可外保育所４園
■補助対象 Ｒ６年４月からＲ７年３月における給食食材費高騰分
■補 助 額 Ｒ５年度とＲ６年度の給食食材費の差額（1食当たりの増加額を基に算出した額）と

Ｒ５年度とＲ６年度の消費者物価指数による増加額を比較して少ない方
■予 算 額 3,023千円
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物価高騰の影響を受けている訪問系介護事業所を対象に、物価高騰分を支援する。

■対象施設 市内に所在する訪問系介護事業所（60事業所）
■補 助 額 １事業者当たり37,000円（定額）※消費者物価指数の上昇分を基に積算
■予 算 額 2,300千円

３．訪問系介護事業所物価高騰対策支援事業 2,300千円 ［やすらぎ対策課］【議案書Ｐ.12】

４．農薬価格高騰対策支援事業 16,000千円

農業資材価格の高騰の影響を受けている農業者を対象に、農薬価格高騰分を支援する。

■対 象 者 市内に住所を有する農業者
■補助対象 Ｒ６年４月からＲ７年３月における農薬価格高騰分
■補 助 額 農業物価統計による上昇率を用いて算出した額
■予 算 額 16,000千円（農家戸数2,000件を見込む）

［農業振興課］【議案書Ｐ.13】

補正予算の内容（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業） 5



エネルギー価格高騰の影響を受けている漁業協同組合が所有する施設を対象に、電気料金高騰分を支援する。

■対象施設 市内に本所を有する漁業協同組合が所有する施設（漁業者が利用する施設）
製氷施設、荷さばき施設、船揚場、漁港内照明など

■補助対象 Ｒ６年４月からＲ７年３月における電気料金高騰分
■補 助 額 Ｒ５年11月とＲ６年11月における１kwh当たりの電気料金高騰分を基礎として算出した額
■予 算 額 2,000千円

５．水産業共同利用施設等電気料金高騰対策支援事業 2,000千円 ［水産課］【議案書Ｐ.13】

６．キャッシュレス決済ポイント還元事業 285,300千円

物価高騰の影響を受けている市内事業者及び生活者を支援するため、キャッシュレス決済に対するポイント還
元事業を実施する。

■対象期間 Ｒ７年６月１日からＲ７年７月15日
■対象ＰＡＹ ４ＰＡＹ（ＰａｙＰａｙ・楽天ペイ・ｄ払い・ａｕＰａｙ）
■対象店舗 対象キャッシュレス決済を導入している市内の全店舗
■還元率等 20％（１回当たり1,000円を上限。１ＰＡＹ当たり3,000円を上限）
■予 算 額 285,300千円（ポイント還元分238,000千円、事務費47,300千円）

［商工振興課］【議案書Ｐ.14】
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原材料価格・エネルギー価格等の高騰の影響を受けている梅干製造事業者を対象に、経営資金調達を支援する。

■補助対象 県中小企業融資制度経営支援資金（一般枠）の借入れを行った梅干製造事業者
Ｒ６年10月１日からＲ８年３月末までの借入れに限る

■補 助 額 貸付利率1.4％以内のうち上限1.0％を３年間利子補給
■予 算 額 10,000千円（80事業者を見込む）
■参 考 Ｒ６年度中の融資分に係る利子補給は、１年間のみ臨時交付金を活用して実施

上記以外の融資分に係る利子補給は、市単独により実施

７．梅干製造業経営支援資金利子補給事業 10,000千円

８．幼稚園給食食材費高騰対策支援事業 600千円

食材費高騰の影響を受けている私立幼稚園を対象に、給食食材費高騰分を支援する。

■対象施設 私立幼稚園２園
■補助対象 Ｒ６年４月からＲ７年３月における給食食材費高騰分
■補 助 額 Ｒ５年度とＲ６年度の給食食材費の差額（1食当たりの増加額を基に算出した額）と

Ｒ５年度とＲ６年度の消費者物価指数による増加額を比較して少ない方
■予 算 額 600千円

［学校教育課］【議案書Ｐ.14】

［商工振興課］【議案書Ｐ.14】
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公立幼稚園・公立保育所における給食費値上げ分を公費で負担することにより、保護者負担の軽減を図る。

■対象施設 城山台学校給食センターから給食を提供している公立幼稚園及び公立保育所
■公費負担額 令和６年度からの給食費の値上げ分

・公立幼稚園１食当たり20円（Ｒ５：260円/食、Ｒ６：280円/食）
・公立保育所１食当たり10円（Ｒ５：200円/食、Ｒ６：210円/食）

■予 算 額 歳入予算の組替え
児童生徒等自己負担分△115千円（臨時交付金115千円充当）

９．給食食材費高騰対策支援事業 0千円（歳入予算の組替え） ［給食管理室］【議案書Ｐ.15】
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